
新潟市人材育成助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内に工場、物流施設、事業所を有する工業者、物流事業者又は情報通信

関連事業者のうち、中小企業者の従業員の能力開発および技術水準の向上を図り、企業の持続

的な成長と競争力強化を図ることを目的として、市内の中小企業者又はその従業者が実践的か

つ体系的な研修（以下「研修」という。）を受講することに対し、予算の定めるところにより、

新潟市人材育成助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとし、その交付については、

新潟市工業振興条例（昭和５９年新潟市条例第４１号。以下「条例」という。）及び新潟市工業

振興条例施行規則（昭和５９年新潟市規則第４４号。以下「規則」という。）並びに新潟市補助

金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業

者及び同条に規定する中小企業者を構成員とする団体で法人格を有する者をいう。 

（２）工業者 条例第２条第１号で定める工業者をいう。 

（３）物流事業者 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準であ

る日本標準産業分類（以下「日本標準産業分類」という。）に掲げる道路貨物運送業、倉庫

業、こん包業又は港湾運送業（以下「物流業」という。）を営む者をいう。 

（４）情報通信関連事業者 日本標準産業分類に掲げる情報サービス業又はインターネット附

随サービス業を営む者をいう。 

（５）工場 条例第２条第２号で定める工場をいう。 

（６）物流施設 物流業等の用に直接供する建物及び構築物をいう。 

（７）事業所 前第２号から第４号の事業の用に供する事業所をいう。 

（助成対象事業） 

第３条 助成の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、能力開発、技術水準の向上

を図るために、市内の工場、物流施設又は事業所に勤務する従業員が、第５条に定める研修を

受講することとする。 

（助成対象事業者） 

第４条 助成金の交付対象となる者（以下「助成対象事業者」という。）は、前条に規定する助成

対象事業を実施する者で、次の各号のすべてに該当すると市長が認めるものとする。 

 （１）市内中小企業者であって工業者、物流事業者又は情報通信関連事業者 

（２）市税を滞納していないこと。 

 （３）国、地方公共団体又はこれらの出資による法人でないこと。 

 （４）その他法令に違反していないこと。 

（助成対象研修） 

第５条 助成金の交付対象となる研修は、次のとおりとする。 

（１）独立行政法人中小企業基盤整備機構が設置する中小企業大学校が実施するもの 



 （２）公益財団法人にいがた産業創造機構が実施するもの 

（３）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置する新潟職業能力開発短期大学校

が実施するもの 

 （４）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置する新潟職業能力開発促進センター

が実施するもの 

（５）新潟県が設置する職業能力開発校が実施するもの 

 （６）経済産業省が開設するデジタル人材育成プラットフォーム「マナビＤＸ」 

 （７）前６号に定めるもののほか、市長が認める研修 

（助成対象経費等） 

第６条 助成金の助成対象経費、交付要件、助成額及び限度額は、別表第１のとおりとする。 

 （助成金の交付申請） 

第７条 助成金の交付申請をしようとする助成対象事業者（以下「申請者」という。）は、助成金

交付申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、前項に規定する助成金交付申請書に別表第２に掲げる提出書類その他市長が必要

と認める書類を添付して、同表に定める申請期限までに市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、助成対象事業の内容により必要がないと認める場合は、前項に定める書類の全部又

は一部を省略させることができる。 

 （助成金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当と認める

ときは予算の範囲内において助成金の交付決定を行い、その旨を助成金交付決定通知書（別記

様式第２号）により申請書の提出があった者に通知するものとする。 

 （助成対象事業の変更） 

第９条 助成事業者は、助成対象事業を変更し、中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ助成

対象事業変更承認申請書（別記様式第３号）その他市長が必要と認める書類を添付して、市長

に提出しなければならない。ただし、その変更の内容が助成対象経費の変更で、減額するもの

については、この限りではない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当と認めるとき

は、助成対象事業変更承認通知書（別記様式第４号）により助成事業者へ通知するものとする。 

 （助成対象事業の実績報告） 

第１０条 助成事業者は、助成金交付実績報告書（別記様式第５号）に別表第２に掲げる提出書

類その他市長が必要と認める書類を添付して、同表に定める報告期限までに市長に提出しなけ

ればならない。 

 （助成金の交付） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告書の提出があった場合は、これを審査し、適当と認め

るときは、予算の範囲内において助成金の額を確定し、助成金交付確定通知書（別記様式第６

号）により助成事業者へ通知した後、助成金交付する。 

 （助成金の交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定又は

額の確定（以下「交付決定等」という。）の全部又は一部を取り消すことができる。 



 （１）偽りその他不正の手段により助成金の交付決定等を受けたとき。 

 （２）助成対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

 （３）助成金の交付決定等の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 （４）その他法令、条例、規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定等の取消しをしたときは、助成金交付決定等取消通知書

（別記様式第７号）により助成事業者に通知するものとする。 

（助成金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定等を取消した場合において、当該取消し

に係る部分に関し既に助成金が交付されているときは、助成事業者に対し、助成金返還命令書

（別記様式第８号）により期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 （報告又は調査） 

第１４条 市長は、助成金の交付に関し必要がある場合は、助成事業者に対し、報告を求め、又

は当該職員をして調査させることができる。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

  



別表第１（第６条関係） 

助成対象経費 交付要件 助成額及び限度額 

第５条に掲げる研修機

関における研修の受講

料（他の公的支援制度

を適用する前の申請者

が本来負担すべき経

費。） 

（１）研修の受講料が１講

座１人につき２万円以

上であること。 

（２）助成対象事業者１者

につき１年度５人以内

とする。 

助成対象経費の１/２以内の額とし、１

人につき２０万円を限度額とする。ただ

し、他の公的支援制度を優先的に適用す

ることとし、なおも企業が負担する経費

が発生する場合は、助成対象経費の１/

２の額と企業が負担する経費のいずれ

か小さい額とする。 

備考 

上表の助成金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

 

別表第２（第７条、第１０条関係） 

交付申請 実績報告 

申請期限 提出書類 報告期限 提出書類 

助 成 対 象

と な る 研

修 の 受 講

決 定 の 日

か ら 受 講

の 前 日 ま

で 

（１）受講決定を明らかにする書

類 

（２）受講講座の概要を明らかに

する書類（受講機関、金額、期

間） 

（３）暴力団等の排除に関する誓

約書兼同意書 

（４）市税の納税証明書 

助 成 対 象

と な る 研

修 の 受 講

日 か ら ２

月 末 日 ま

で の い ず

れ か 早 い

日 

（１）受講修了を明らかにする書

類 

（２）受講料を明らかにする書類 

（３）他の公的支援制度を適用す

場合は、支援金額を明らかにす

る書類 

 



別記様式第１号（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所 在 地           

 

申請者  名  称           

 

代表者名           

 

 

新潟市人材育成助成金交付申請書 

 

 

新潟市人材育成助成金交付要綱第７条の規定に基づく助成金の交付を受けたいので、下記のと

おり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額   

 

２ 申請者の概要 

  ・業種   

  ・資本金   

  ・従業員数   

  ・受講者名   

  ・受講者の勤務地  

 

３ 研修の概要 

  ・研修機関   

  ・コース名   

  ・受講期間   

 

４ 添付書類 

 

  



別記様式第２号（第８条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

新潟市長         印 

（担当           ） 

 

 

新潟市人材育成助成金交付決定通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった新潟市人材育成助成金交付要綱第７条の規定による

交付申請について、同要綱第８条の規定により、下記のとおり交付の決定をしたので通知します。 

 

記 

 

交 付 決 定 年 月 日 年  月  日 

交 付 決 定 額               

 

  



別記様式第３号（第９条関係） 

 

  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所 在 地           

 

申請者  名  称           

 

代表者名           

 

 

 

新潟市人材育成助成金助成対象事業変更承認申請書 

 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった内容を下記のとおり変更したいの

で、新潟市人材育成助成金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

交 付 決 定 年 月 日 年  月  日 

変 更 予 定 年 月 日 年  月  日 

変 更 事 項 

変更前 変更後 

変 更 理 由  

 

  



別記様式第４号（第９条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

新潟市長         印 

（担当           ） 

 

 

新潟市人材育成助成金助成対象事業変更承認通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった新潟市人材育成助成金第９条第１項の規定による助

成対象事業変更承認申請について、同条第２項の規定により、下記のとおり承認しましたので通

知します。 

 

記 

 

交 付 決 定 年 月 日 年  月  日 

変 更 予 定 年 月 日 年  月  日 

変 更 事 項 

変更前 変更後 

変 更 条 件  

 

  



別記様式第５号（第１０条関係） 

 

  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所 在 地           

 

報告者  名  称           

 

代表者名           

 

 

 

新潟市人材育成助成金交付実績報告書 

 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった新潟市人材育成助成金について、

新潟市人材育成助成金交付要綱第１０条の規定により、関係書類を添えて実績を報告します。 

 

記 

 

１ 交付決定額   

 

２ 助成対象事業完了日  

 

３ 添付書類   

 

  



別記様式第６号（第１１条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

新潟市長         印 

（担当           ） 

 

 

新潟市人材育成助成金交付確定通知書 

 

 

年  月  日付けで報告のあった新潟市人材育成助成金交付要綱第１０条の規定によ

る実績報告について、同要綱第１１条の規定により、下記のとおり額を確定しましたので通知し

ます。 

 

記 

 

交 付 決 定 年 月 日 年  月  日 

交 付 決 定 額                

確 定 額                

 

  



別記様式第７号（第１２条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

新潟市長         印 

（担当           ） 

 

 

新潟市人材育成助成金交付決定等取消等通知書 

 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定のあった新潟市人材育成助成金について、

新潟市人材育成助成金交付要綱第１２条第２項の規定により、下記のとおり交付決定等の取消し

をしたので通知します。 

 

記 

 

交 付 決 定 年 月 日  年  月  日 

交 付 決 定 額               

交 付 決 定 取 消 額               

確 定 額               

確 定 取 消 額               

取 消 理 由  

 



別記様式第８号（第１３条関係） 

 

  第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

新潟市長         印 

（担当           ） 

 

 

新潟市人材育成助成金返還命令書 

 

 

年  月  日付けで交付決定等の取消しをした新潟市人材育成助成金について、新潟

市人材育成助成金交付要綱第１３条の規定により、下記のとおり返還を命じます。 

 

記 

 

交 付 決 定 年 月 日 年  月  日 

交 付 済 額               

返 還 額               

返 還 期 限 年  月  日 

返 還 理 由  

 

 

 


